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「平成２７年度 個別労働紛争解決制度の施行状況」 
 

～相談件数、助言・指導申出が減少する中、「いじめ・嫌がらせ」について件数又

は増加率が大幅に増加～ 

 

鹿児島労働局（局長 江原 由明）では、このほど平成２７年度の個別労働紛争解

決制度の施行状況を取りまとめましたので、公表します。 

個々の労働者と事業主との間における労働関係の紛争に関して未然防止や早期解

決の支援を目的とした「個別労働紛争解決制度」は、平成１３年１０月の法律施行か

ら今年で１５年目を迎え、職場での紛争解決システムとして定着しています。 

 

【平成２７年度の主な状況】 

・民事上の個別労働紛争相談件数  3,363 件（前年度比 367 件( 9.8％)減） 

・助言・指導申出件数         50 件（   同    17 件(25.4％)減） 

  ・あっせん申請受理件数         55 件（  同     5 件(10.0％)増） 

【ポイント】 

１  民事上の個別労働紛争に係る相談件数は、3,363件で前年度より 367件(9.8％)

減少。 

相談内容別の前年度との比較では、「退職関係」関係が 48 件（4.3％）、「労働

条件の引き下げ」関係は 146 件（32.9％）、「解雇」関係は 92 件（13.6％）減少

している中で、「いじめ・嫌がらせ」関係は 108 件（14.6％）増加（848 件）。 

２  「助言・指導」の申出件数は 50 件で、前年度より 17 件(25.4％) 減少。 

申出内容の前年度との比較では、他の申出内容が減少または横ばいである中、

「いじめ・嫌がらせ」関係は 58.3％（7 件）増加（19 件）。 

３ 「あっせん」の申請受理件数は、55 件で前年度より 5 件(10.0％)増加。前年度

との比較では、「いじめ・嫌がらせ」関係及び「解雇」関係が 3 割前後増加した

一方で、この他の内容に関する申請は、ほぼ横ばい状態。 

４  助言・指導は 98.0％が 10 日以内に実施（申出者からの取下げによる終了を含

む。）、あっせんは 2 か月以内に 82.0％の処理が終了し、「簡易・迅速・無料」と

いう制度の特長を発揮。 
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１ 相談受付の状況 

鹿児島労働局では、労働問題に関する相談に対応するため、同局と県内

５か所の労働基準監督署に総合労働相談コーナーを設置している（別紙２

「総合労働相談コーナー」参照）。 

総合労働相談コーナーに寄せられた民事上の個別労働紛争相談件数（労

働関係法令の違反を伴わないもの。以下「相談件数」という。）は、平成 27

年度は 3,363 件であり、前年度の 3,730 件より 367 件（9.8％）減少した（全

国は 245,125 件（対前年度比 2.6％増））。 

過去 10 年間の相談件数の推移は、別紙１の「グラフ 1」のとおりであり、

平成 18 年度以降、制度の普及とともに増加し、平成 20 年度と平成 21 年度

は 5,500 件を超えたが、平成 22 年度以降は概ね減少傾向にあり、平成 26

年度以降は 3,000 件台の水準となった。 

なお、平成 27 年度の相談件数を労働者の種類別にみると、「正社員」か

らの相談が 1,397 件（37.7％）と最も多く、以下、「パート・アルバイト」

からの相談が 700 件（16.2％）、「期間契約社員」からの相談が 408 件（10.5％）、

「派遣労働者」からの相談が 37 件（4.3％）と続き、これ以外の相談者に

よる相談が 69 件（2.8％）となっている。なお、いずれに該当するか判明

しない相談者は、752 件（28.4％）である。 

平成 27 年度の相談件数の内容（別紙１の「グラフ２」参照）をみると、

退職勧奨や雇い止めなどの「退職関係」に関する相談が 1,066 件（25.9％）

で最も多く、以下、一昨年度まで３番目の件数であった職場での「いじめ・

嫌がらせ（パワー・ハラスメントを含む）」に関する相談が 848 件（20.6％）

で昨年度に続き２番目であり、「解雇」に関する相談が対前年度比 13.6％減

の 586 件（14.2％）、賃金や退職金などの「労働条件の引下げ」に関する相

談が 298 件（7.2％）となっている。上記以外は「その他」として計上して

いるが、昨年度は 1,325 件（32.1％）と、平成 25 年度以降はほぼ同じ水準

であり、その内容は「賠償」、「配置転換」、「懲戒処分」等に関する相談で

ある。 

過去５年間の相談件数の内容（別紙１の「グラフ２」参照）について、「退



職関係」と「いじめ・嫌がらせ」は、平成 23 年度と比較して、それぞれ 365

件（52.1％増）、309 件（57.3％増）と大幅な増加傾向にある。逆に「解雇」

は、平成 23 年度と昨年度を比較すると、349 件（37.3％減）の大幅な減少

となっている。 

「労働条件の引下げ」は過去 5 年間で最も少ない件数となり、初めて 300

件を下回った。 

以上から、平成 27 年度の相談内容ごとの件数については、平成 24 年度

以降、年々総件数が減少し、その中でも特に「解雇」は減少しているが、「退

職関係」及び「いじめ・嫌がらせ」が大幅に増加しており、「いじめ・嫌が

らせ」は初めて 800 件を超えている状況にある。 

 

２ 助言・指導及びあっせんの運用状況 

鹿児島労働局では、相談によっても紛争の自主的解決に至らなかった事

案については、労使間の民事上の個別労働紛争の解決を図るため、「鹿児島

労働局長による助言・指導」及び「鹿児島紛争調整委員会によるあっせん」

の制度を運用している（別紙３及び４参照）。 

 (1) 鹿児島労働局長による助言・指導の申出 

平成 27 年度の助言・指導申出件数は 50 件であり、対前年度比で 17 件

（25.4％減）の大幅な減少となった。過去 10 年間の助言・指導申出件数の

推移は、別紙１の「グラフ 1」のとおりであり、平成 18 年度から平成 21 年

度まで概ね増加傾向が続いた後、平成 22 年度以降は減少傾向に転じ、さら

に平成 25 年度以降は、急激に減少している（全国は 8,925 件（対前年度比

5.8％減））。 

平成 27 年度の助言・指導の申出内容（別紙１の「グラフ３」参照）をみ

ると、「いじめ・嫌がらせ」が 19 件（35.2％）と 3 分の 1 以上を占め、当

該申出内容においても過去 5 年間でも最も多い件数となり、合計件数が大

幅に減少している中で、対前年度比で 58．3％増加しているのが目立ってい

る。他の申出内容は、年度ごとに増減を繰り返しており、相談件数とは逆

に、「解雇」が増加し、「退職関係」が減少している。 



 

平成 27 年度の助言・指導の申出 50 件のうち、申出後 10 日以内に実施、

もしくは申出者からの取下げにより終了した件数は、申出者の希望により

着手が保留となった 1 件を除いた 49 件（98.0％）であり、「簡易・迅速・

無料」という制度の特長が発揮されている。 

(2) 紛争調整委員会によるあっせん申請の受理内容など 

また、平成 27 年度のあっせん申請受理件数は 55 件であり、前年度と比

較して 5 件（10.0％）増加した（全国は 4,775 件（対前年度比 4.7％減））。 

過去 10 年間のあっせん申請受理件数の推移は、別紙１の「グラフ 1」の

とおりであり、平成 18 年度及び 22 年度の 88 件をピークに、その他は 70

件台から80件台の間で推移した後、平成 23年度以降は 60件台であったが、

26 年度以降は 50 件台と、さらに減少している。 

平成 27 年度の鹿児島紛争調整委員会によるあっせんの受理内容（別紙１

の「グラフ４」参照）をみると、「いじめ・嫌がらせ」が過去 5 年間で着実

な伸びを示し、昨年度は受理内容中最多となった。次いで「解雇」、「退職

関係」となり、助言・指導同様、相談件数とは逆の順となっている。 

平成 27 年度中にあっせんの処理を終了した申請 61 件のうち、2 か月以内

に処理した件数は 50 件（82.0％）であり、「簡易・迅速・無料」という制

度の特長が発揮された結果となっている。 

あっせんに参加するか否か、さらにあっせんに参加しても、合意するか

否かは紛争当事者の判断に委ねられるという強制力を備えていない制度で

あるが、32 件（52．5％）は被申請人から参加の意思が示され、あっせんが

開催された。昨年度中に処理を終了したうち 50.8％に当たる 31 件は、被申

請人の不参加や双方が合意に至らずにあっせんが打切りとなった一方で、

39.3％にあたる 24 件（あっせんの開催前に、当事者間で解決した 3 件を含

む。）は、紛争調整委員や両紛争当事者の尽力により、合意による解決に至

った。  



別紙１

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 2７年度

助言・指導申出件数 194 204 193 203 130 113 103 68 67 50

あっせん申請受理件数 88 77 79 72 88 64 66 69 50 55

相談件数 3,781 3,974 5,583 5,522 4,446 4,206 4,296 4,114 3,730 3,363
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                             別紙２ 

総合労働相談コーナー 

名  称 所 在 地 電話番号 

☆鹿児島労働局総合労働相談コーナー 

（鹿児島労働局雇用環境・均等室内） 

〒892-8535 

鹿児島市山下町 13-21 
099-223-8239 

☆鹿児島総合労働相談コーナー  

（鹿児島労働基準監督署内） 

〒890-8545 

鹿児島市薬師 1-6-3 

099-214-9175 

(音声案内②) 

川内総合労働相談コーナー 
（川内労働基準監督署内） 

〒895-0063 

薩摩川内市若葉町 4-24 
0996-22-3225 

鹿屋総合労働相談コーナー 
（鹿屋労働基準監督署内） 

〒893-0064 

鹿屋市西原 4-5-1 
0994-43-3385 

☆加治木総合労働相談コーナー 
（加治木労働基準監督署内） 

〒899-5211 

姶良市加治木町新富町 98-6 
0995-63-2035 

☆名瀬総合労働相談コーナー 
（名瀬労働基準監督署内） 

〒894-0036 

奄美市名瀬長浜町 1-1 
0997-52-0574 

☆女性の相談員がいます。 



 

別紙３ 

 

＜労働局長による助言・指導とは＞ 

 

 民事上の個別労働紛争について、紛争当事者に対し、個別労働紛争の問

題点を指摘し、解決の方向を示唆することにより、紛争当事者が自主的に

紛争を解決することを促進する制度です。 

 法違反の是正を図るために行われる行政指導とは異なり、紛争当事者に

対して話し合いによる解決を促すものであって、一定の措置の実施を強制

するものではありません。 

 

 

 

＜紛争調整委員会のあっせんとは＞ 

 

 紛争当事者の間に公平・中立な第三者として学識経験者（あっせん委員）

が入り、双方の主張の要点を確かめ、双方から求められた場合には両者が

採るべき具体的なあっせん案を提示するなど、紛争当事者間の調整を行い、

話し合いを促進することにより、紛争の解決を図る制度です。 

 

 

＜紛争調整委員会とは＞ 

 

 弁護士等の労働問題の専門家である学識経験者により組織された委員会

であり、都道府県労働局ごとに設置されています。この紛争調整委員会の

委員のうちから指名されるあっせん委員が、紛争解決に向けてあっせんを

実施します。 

 なお、平成２８年４月１日現在の鹿児島紛争調整委員会委員には、６名

の弁護士が就任されています。 

 

 

 








